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　予算の執行にあたっては、厚生労働本省における公共調達委員会や各検疫所が実施する公共調達審査会を開催
し、契約方法や調達数量の妥当性、適正性等を審査・検証している。

見直しの
余地

　・各検疫所毎で調達している備品・消耗品類について、一括購入が可能なものについては、代表する検疫所において
一括購入を行うこと等により、経費の縮減を図っていきたい。
　・輸出国における現地査察等輸出国検査の強化と輸入時の検査体制の連携強化を図り、効率的な輸入食品検査体
制の構築を目指す。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　一部改善（事業内容を見直し予算要求に反映）

　輸入食品の検査費について、輸入食品監視指導計画と整合性を図りつつ、検査内容を見直すなど効率的な実施を行うべきであ
る。

総事業費(執行ベース) 2,233 2,894 2,442

執行率 99.1% 98.8% 94.1%

執行額 2,233 2,894 2,442

23年度要求

予算額(補正後） 2,253 2,928 2,594 2,299 2,009

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　食品の種類ごとに輸入量、違反率等を勘案した統計的な考えに基づき策定された「輸入食品監視指導計画」に基づく
検査や違反事案に対応するためのモニタリング検査を、横浜及び神戸の輸入食品検疫・検査センター並びに全国6検
査課（東京、成田空港、名古屋、大阪、関西空港、福岡）において実施している。
　また、モニタリング検査については、検疫所の検査センター及び検査課において実施が困難な項目の検査や検査強
化により一時的に検査が集中した場合には、アウトソーシングにより対応することが可能となっている。

実施状況
平成18年度のモニタリング計画は78,000件であり、実施件数は79,665件（延べ件数）と実施率は約102%であった。
平成19年度のモニタリング計画は79,322件であり、実施件数は81,519件（延べ件数）と実施率は約103%であった。
平成20年度のモニタリング計画は79,809件であり、実施件数は83,951件（延べ件数）と実施率は約105%であった。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
食品衛生法第28条

関係する計
画、通知等

平成22年度輸入食品監視指導計画の実施について
「平成22年度輸入食品等モニタリング計画」の実施に
ついて

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　我が国に輸入される食品等は、年間の輸入届出件数が約176万件、輸入重量が約3，155万トン（平成20年度実績）で
あり、日本人の食事のカロリーベースの約6割を占めている。このような状況の中、輸入食品のモニタリング検査は多種
多様な食品等について食品衛生の状況を幅広く監視することを目的としており、国が輸入食品等の検査を年間計画に
基づき重点的、効果的かつ、効率的に実施することにより、輸入食品等の一層の安全性の確保を図る。

担当部局庁 食品安全部 担当課室 企画情報課検疫所業務管理室 坂本　浩享

会計区分 一般会計 上位政策 -

事業番号 574

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 輸入食品の検査に必要な事業
事業開始

年度
平成3年度 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

事務費 0.3百万円



計 6 計 0

雑役務費 輸入食品検査委託 6

D.　（財）日本冷凍食品検査協会 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 68 計 0

借料及び損料
ガスクロマトグラフ質量分析装置一式
等の賃貸借

68

C.　芙蓉総合リース（株） G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 1

印刷製本費 食品衛生法第２８条に基づく収去・開
梱の証等の印刷　　２件

5 雑役務費 ガスクロマトグラフ質量分析装置保守
業務 外３件

1

B.　大和綜合印刷（株） F.　西川計測（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 9 計 10

費　目 使　途
金　額

(百万円）

通信運搬費
厚生労働省統合ネットワーク～供給
等業務（輸入食品監視システム編）

9 雑役務費 輸入食品検査委託　　５４件 10

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.　シスコシステムキャピタル（株） Ｅ.　（財）日本冷凍食品検査協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）



（財）日本冷凍食品検査協会

（財）食品環境検査協会

Ｅ　登録検査機関

1 10

（株）エヌ･ティ･ティ・データ

東芝ソリューション（株）

協新流通ディベロッパー

（独）国立印刷局

東京センチュリーリース

リコーリース

内訳別紙

B　輸入食品検査等業者

相手先
金　額

(百万円）
相手先

金　額
(百万円）

1 5

2 1

大和綜合印刷（株）

3 0.3

4 0.3

5 0.2

6 0.1

7 0.01

相手先
金　額

(百万円）
相手先

金　額
(百万円）

2 5

相手先
金　額

(百万円）
相手先

金　額
(百万円）


